
① 人材育成支援コースの計画届提出時に必要であった「対象労働者（有期契約労働者等）に関す
る確認書（様式第17号）」を廃止し、「職業訓練実施計画届（様式第1-1号）」の様式内の記
載事項に統合しました。

② 定期的なキャリアコンサルティングの実施について事業内職業能力開発計画等で定めているこ
とを確認するための書類の提出が不要になりました（個別に労働局長から規定のある文書の提出
を求める場合があります。また、実地調査時は原本を確認します。）。

４ 人材育成支援コースの申請書類の簡素化

※６ 公共職業能力開発施設、認定職業訓練施設（認定職業訓練を行う場合に限る。）、学校教育法に規定する大学、大
学院、専修学校もしくは各種学校、中小企業大学校又は専門実践教育訓練等の講座指定を受けた訓練機関（専門実
践教育訓練等の指定講座を行う場合に限る。）

※７ 団体等検定制度について（厚生労働省のHP）：
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/jinzaikaihatsu/ability_skill/dantaitou/index.
html

※人材開発支援助成金としては、訓練講座への厚生労働省からの認定行為等はありません。
※本リーフレットに記載の内容以外にも、助成の要件がありますので、詳しくは下記のURLからホームページをご
覧ください。

① 公共職業能力開発施設など特定の訓練機関（※6）が実施する訓練の場合、当該訓練機関を修了等
していることが確認できれば、「実訓練時間数の８割以上の受講」の要件を満たしたこととみな
すこととしました。

② OFF-JTとOJTを組み合わせて実施する訓練の支給申請時に必要であった「OJT実施状況報告
書」と「OJT訓練日誌」の２つの様式を「OJT実施状況報告書（OJT訓練日誌）」に統合しま
した。

③ 特定の訓練機関（※６）が実施する訓練の場合、支給申請時に必要であった「訓練で使用した教
材の目次の写し」の提出が不要になりました。

④ OFF-JT を在宅・サテライトオフィス等においてｅラーニング、通信制又は同時双方向型の通
信訓練により実施する場合、テレワーク勤務を制度として導入し、当該制度を労働協約、就業規
則等に規定していることがわかる書類の提出が必要になります。

⑤ eラーニング・通信制による訓練について、実施場所を変更する場合は、当初計画していた訓練
実施日又は変更後の訓練実施日のいずれか早い方の前日までに変更届の提出が必要となりまし
た。

⑥ 令和６年３月に創設された「団体等検定」（※７）の受検料等を助成対象としました。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html

5 コース共通の見直し

３ 人への投資促進コース（高度デジタル人材訓練）の拡充

対象となる訓練に、「DX推進スキル標準（DSS-P）」（※３）においてレベル３及び４となるも
のであって、「DX推進スキル標準（DSS-P）と認定試験・資格とのマップ」（※４）に掲載されて
いる認定試験・資格の取得を目標とする訓練を追加するとともに、当該認定試験・資格の受験料も
助成対象（※５）としました。

※３ 経済産業省及び独立行政法人情報処理推進機構（IPA）により策定された、DXを推進する人材の役割や習得すべき
スキルの指標のことをいう。DX推進スキル標準（DSS-P）について（IPAのHP）：
https://www.ipa.go.jp/jinzai/skill-standard/dss/about_dss-p.html

※４ NPO法人スキル標準ユーザー協会により直近公表されているマップをいう。協会のHP：https://www.ssug.jp/

※５ 人への投資促進コースの成長分野等人材訓練でも「DX推進スキル標準（DSS-P）」レベル３、４が助成対象にな
ります。また、人への投資促進コースの情報技術分野認定実習併用職業訓練及び事業展開等リスキリング支援コー
スでも「DX推進スキル標準（DSS-P）」レベル２、３、４の資格試験の受験料が助成対象となります。ただし、資
格試験は原則として訓練修了後６か月以内に受験する必要があり、一の訓練実施計画届につき１回まで助成対象と
なります。


